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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第13期
第1四半期

累計(会計)期間
第12期

会計期間
自　平成20年4月1日
至　平成20年6月30日

自　平成19年4月1日
至　平成20年3月31日

売上高 (千円) 2,806,885 13,250,800

経常利益 (千円) 160,707 918,993

四半期(当期)純利益 (千円) 89,520 766,520

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) - -

資本金 (千円) 1,330,685 1,330,685

発行済株式総数 (株) 125,020 125,020

純資産額 (千円) 3,222,958 3,193,937

総資産額 (千円) 7,426,127 8,144,874

１株当たり純資産額 (円) 25,779.54 25,547.41

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 716.05 6,131.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) - 6,128.34

１株当たり配当額 (円) - 500

自己資本比率 (％) 43.4 39.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 452,343 2,460,099

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △143,929 △842,791

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △221,403 △669,232

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,546,941 1,458,900

従業員数 (名) 98 101

(注) 1　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

     2　売上高には、消費税等は含まれておりません。

3　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

4　当社は、平成19年8月1日付で普通株式1株を2株にする株式分割を行なっております。
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２ 【事業の内容】

当第1四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名) 98

(注) 従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、生産活動を行なっておりませんので、該当事項はありません。
　
(2) 受注実績

当社は、受注生産を行なっておりませんので、該当事項はありません。
　
(3) 販売実績

当第1四半期会計期間における製品分野別の販売実績及び総販売実績は次のとおりであります。
　

製品分野 販売高(千円)

セキュリティ 1,223,137

ホームページ関連 397,210

携帯電話関連 △67,066

PDF作成 174,643

教育 3,645

ゲーム 57,007

実用 46,796

ビジネス・ホーム 29,784

ユーティリティ 147,218

特打 98,343

驚速 96,148

マルチメディア 20,181

その他 579,834

合計 2,806,885

(注) 1　販売チャネル別の状況

販売チャネル 販売高(千円)

店頭販売・他社ECサイト等 1,882,967

自社ECサイト 923,917

合計 2,806,885

　
2　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第１四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

株式会社ヤマダ電機 442,213 15.8

加賀ハイテック株式会社 308,897 11.0

丸紅インフォテック株式会社 290,923 10.4

　
3　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第1 四半期会計期間におけるわが国経済は、信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）

問題を背景とする米国経済の減速懸念や金融資本市場の混乱、原油価格の高騰等の影響を受け、景気の下振

れリスクが高まる展開となりました。

　当社が属するパソコンソフト業界において、当社はパソコン本体の出荷動向を市場環境のベンチマークと

しておりますが、J E I T Aの発表によれば、当四半期における国内のパソコン本体の出荷台数は223.6万台

（前年同期比7.9％増）で、特にノートパソコンが10.9％増の146.6万台と好調でした。出荷金額は前年とほ

ぼ同等の2,651億円（同0.8％増）に留まっており、ノートパソコンの低価格化が消費者の購買意欲を高め

ているものと分析できます。

　こうした状況のもと、当社は引き続き更新料無料のセキュリティ対策ソフト「ウイルスセキュリティ

Z E R O」をはじめとした「Z E R O」シリーズ製品を中心に、パソコンソフトのさらなる拡販に注力して

参りました。

　その結果、売上高は前年実績を割り込んだものの、売上総利益率は60.7 ％ と前年同期の53.4 ％から7.3 

ポイント上昇し、営業利益は2億７百万円（前年同期比27.3％ 増）、経常利益1億60百万円（同23.7％増）

を計上することができました。

　ただし、税務上の繰越欠損金が前事業年度で解消されたことにより、税金の支出を見込んだ結果、当第1四

半期純利益は、89百万円（同30.6％減）となりました。

　 （注） 当会計年度より四半期会計基準等を適用したため、上記における前年同四半期との対比につきまし

ては、

　　　　業績説明上の参考として記載しております。

　

(2) 資産、負債及び純資産の状況

当第1四半期会計期間末の総資産額は、前事業年度末に比べ7億18百万円減少し、74億26百万円になりまし

た。流動資産は6億71百万円減少して、52億60百万円、固定資産は46百万円減少して、21億56百万円となりま

した。

　流動資産の減少の主な要因は、売掛金の減少7億54百万円によるものです。

　固定資産の減少の主な要因は、ソフトウェア償却が進んだことによる減少70百万円によるものです。

　当第1四半期会計期間末の負債の合計は、前事業年度末に比べ７億47百万円減少して、42億3百万円となり

ました。主な要因は、未払法人税等の減少3億22百万円、返品調整引当金の減少1億28百万円によるものです。

　当第1四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ29百万円増加して、32億22百万円となりました。

純資産の主な増加は、当第１四半期純利益の計上89百万円及び配当金の支払いによる減少62百万円による

ものです。 

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社は平成15年2月以降ソフトウェアの「コモディティ化戦略」を実施して参りました。この戦略に従

い、1,980円～4,980円程度の価格帯を中心とした低価格体系及び販売チャネルの拡大に努めております。こ

の多数の製品を販売するためのソフトウェアの開発費用及び、開発元へコミット（購買数量の保証）をす

る契約形態の販売ロイヤリティーが多額になることがあり、計画通り販売が進捗しなければ、当社の経営成
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績に影響を与える要因となります。こうした要因を回避すべく、今後は販売が好調な製品の続編やシリーズ

案件、および市場規模が大きくかつ今後も拡大が見込まれるものに関しては、ソフトウェアの著作権を開発

元から買い取ることや研究開発の推進によって製品の自社著作化を進めることで、経営の安定を図ってい

く予定です。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　財政政策

当社の所要資金は、大きく分けて新製品の開発投資、業務システム及びECシステム強化のための設備投

資、運転資金の3つとなっております。

資金調達は基本的に、営業活動によるキャッシュ・フローからもたらされる増加資金及び長期借入金等

による調達資金を、設備投資及び新製品の開発投資にまわし、製品仕入等の経常運転資金については、必

要に応じて短期借入金による調達を行なう方針であります。

②　キャッシュ・フローの分析

当第1四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ88百万円増加し、15

億46百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、4億52百万円の収入となりました。主な要因は、税引前四半期純

利益１億60百万円、売上債権の減少7億54百万円、仕入債務の減少1億65百万円、法人税等の支払額3億41百

万円によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、1億43百万円の支出となりました。主な要因は、ソフトウェアの

取得による支出1億12百万円によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、2億21百万円の支出となりました。これは、長期借入金の返済1億

71百万円と配当金の支払い50百万円によるものです。

　

(5) 問題認識と今後の方針について

製品戦略に関しまして、当社は製品の自社著作化を推し進めて参ります。当社は平成19年3月に業界第2位

のハガキ作成ソフト「筆王」の権利を、続いて平成19年11月にCD/DVDライティングソフト「B’

s Recorder GOLD」の権利を取得いたしましたように、こういった活動は今後も積極的に行なっていきたい

と考えております。

上記の方針をスムーズに推進するためにも、資金のタイムリーな調達が必要であり、今後も資本市場を通

じた資金調達等も含め、短期借入金・長期借入金・社債など適正なバランスを考慮した資金調達を維持す

る所存です。 

　

(6) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(7) 研究開発活動

当第1四半期会計期間の研究開発費の総額は5百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第1四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第1四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 451,400

計 451,400

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 125,020 125,020
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 125,020 125,020 ― ―

(注) 1　提出日現在の発行数に、平成20年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。 

2　当社は、当社株式の上場金融商品取引所を、平成20年6月16日付けで東京証券取引所マザーズから東京証券取引

所市場第一部へと変更しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションを付与しております。当該制度の概要

は以下の通りです。

　

① 平成12年6月28日（平成13年2月19日一部変更）の株主総会特別決議による旧商法第280条ノ19の規定に
基づくストックオプション制度（第1回）

第１四半期会計期間末現在
(平成20年6月30日)

新株予約権の数(個) －

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 112 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 131,250 (注)3

新株予約権の行使期間
自　平成14年6月29日
至　平成22年6月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　131,250
資本組入額　 65,625

新株予約権の行使の条件 (注)1

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)1

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－
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② 平成13年2月19日の株主総会特別決議による旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプション制
度（第2回）

第1四半期会計期間末現在
(平成20年6月30日)

新株予約権の数(個) －

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 336 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 131,250 (注)3

新株予約権の行使期間
自　平成15年2月20日
至　平成23年2月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　131,250
資本組入額　 65,625

新株予約権の行使の条件 (注)1

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)1

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－

　

③ 平成13年10月9日の株主総会特別決議による旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプション制
度（第3回）

第１四半期会計期間末現在
(平成20年6月30日)

新株予約権の数(個) －

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 72 (注)2

新株予約権の行使時の払込金額(円) 143,750(注)3

新株予約権の行使期間
自　平成15年10月10日
至　平成23年10月8日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　143,750
資本組入額　 71,875

新株予約権の行使の条件 (注)1

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)1

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－

(注) 1　主な行使条件

①新株予約権対象株式数の一部につき権利を行使することができる。

②次の場合には取締役会が承認した場合を除きその権利を喪失する。

(1) 死亡以外の事由により被付与者が当社の取締役又は使用人でなくなったとき

(2) 被付与者が禁固以上の刑に処されたとき

(3) 被付与者が競合他社の役員又は使用人になったとき

(4) 契約違反、不正行為、職務上の義務違反があったとき

③被付与者が死亡した場合には、その相続人が権利を相続する。

④新株予約権は譲渡することができない。

2　発行株式数の調整

①新株予約権付与後、株式分割（配当可能利益又は準備金の資本組入による場合を含むものとし、以下　同様

とする）又は株式併合を行なう場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整されます。
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調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（調整後生じる１株未満の株式は切り捨て）

②新株予約権付与後、株主割当増資（第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む）を行

なう場合は、発行すべき株式の数は次の算式により調整します。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
既発行株式数　＋　新発行株式数

既発行株式数

（調整後生じる１株未満の株式は切り捨て）

③平成13年10月18日の株式分割（1：4）及び平成19年8月1日の株式分割（1：2）により、新株予約権の目的

となる株式の数が調整されています。

3　払込金額の調整

①新株予約権付与後、株主割当増資（第三者割当増資の方法により株主全員に割り当てる場合も含む）を行

なう場合は、払込金額を次の算式により調整します。

調整後払込金額 ＝ 
調整前払込金額×既発行株式数＋新発行株式数×1株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新発行株式数

（払込金額調整式の計算については、円未満小数第１位を切り上げ）

②株式分割又は株式併合を行なう場合には、次の算式により払込金額を調整します。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
1

分割・併合の比率

（払込金額調整式の計算については、円未満小数第1位を切り上げ）

③平成13年10月18日付の株式分割（1：4）及び平成19年8月1日の株式分割（1：2）により、平成12年6月28

日、平成13年2月19日及び平成13年10月9日の株主総会決議のうち、第1四半期会計期間末現在の新株予約権

の行使時の払込金額は、それぞれ1株につき、1,050,000円、1,050,000円及び1,150,000円から131,250円、

131,250円及び143,750円となっております。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年4月1日～
平成20年6月30日

－ 125,020 － 1,330,685 － 1,170,685

　

(5) 【大株主の状況】

当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

EDINET提出書類

ソースネクスト株式会社(E05647)

四半期報告書

10/23



(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないため、直前の基準日である平成20年3月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 125,020 125,020
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 125,020 ― ―

総株主の議決権 ― 125,020 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
4月

　
5月

　
6月

最高(円) 126,000133,000126,000

最低(円) 108,000110,000105,000

(注)　最高・最低株価は、平成20年6月16日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京証券取

引所マザーズにおけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、ありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第1四半期累計期間(平成20年4月１日から

平成20年6月30日まで)に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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1【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第1四半期
会計期間末

(平成20年6月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,546,941 1,458,900

売掛金 2,113,793 2,868,643

製品 913,744 927,942

前渡金 270,963 267,711

繰延税金資産 209,933 266,874

その他 205,256 141,791

流動資産合計 5,260,633 5,931,863

固定資産

有形固定資産

有形固定資産 285,284 297,209

減価償却累計額 △179,585 △188,483

有形固定資産合計 105,698 108,725

無形固定資産

ソフトウエア 900,929 971,875

その他 811,585 819,645

無形固定資産合計 1,712,515 1,791,520

投資その他の資産 ※
 337,850

※
 302,569

固定資産合計 2,156,064 2,202,815

繰延資産

繰延資産合計 9,429 10,194

資産合計 7,426,127 8,144,874

負債の部

流動負債

買掛金 699,847 864,884

短期借入金 550,000 550,000

1年内返済予定の長期借入金 444,600 497,160

1年内償還予定の社債 220,000 220,000

未払金 1,140,274 1,140,114

未払法人税等 28,256 350,589

賞与引当金 3,823 12,436

返品調整引当金 199,930 328,720

アフターサービス引当金 21,835 21,835

その他 140,000 91,994

流動負債合計 3,448,569 4,077,736

固定負債

社債 390,000 390,000

長期借入金 364,600 483,200

固定負債合計 754,600 873,200

負債合計 4,203,169 4,950,936
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（単位：千円）

当第1四半期
会計期間末

(平成20年6月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,330,685 1,330,685

資本剰余金 1,170,685 1,170,685

利益剰余金 725,603 698,593

株主資本合計 3,226,973 3,199,963

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △4,014 △6,025

評価・換算差額等合計 △4,014 △6,025

純資産合計 3,222,958 3,193,937

負債純資産合計 7,426,127 8,144,874
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(2)【四半期損益計算書】
　【第1四半期累計期間】

（単位：千円）

当第1四半期累計期間
(自 平成20年4月1日
  至 平成20年6月30日)

売上高 2,806,885

売上原価 1,233,295

売上総利益 1,573,589

返品調整引当金繰入額 199,930

返品調整引当金戻入額 328,720

差引売上総利益 1,702,379

販売費及び一般管理費 ※
 1,495,225

営業利益 207,153

営業外収益

受取利息 0

受取手数料 466

その他 82

営業外収益合計 549

営業外費用

支払利息 9,921

株式上場費用 12,942

為替差損 22,481

その他 1,649

営業外費用合計 46,995

経常利益 160,707

特別損失

固定資産除却損 171

特別損失合計 171

税引前四半期純利益 160,535

法人税、住民税及び事業税 24,890

法人税等調整額 46,124

法人税等合計 71,014

四半期純利益 89,520
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第1四半期累計期間
(自 平成20年4月1日
  至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 160,535

減価償却費 55,910

ソフトウエア償却費 114,718

商標権償却費 41,329

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,613

返品調整引当金の増減額（△は減少） △128,790

受取利息 0

支払利息 9,921

固定資産除却損 171

売上債権の増減額（△は増加） 754,849

たな卸資産の増減額（△は増加） 33,071

前渡金の増減額（△は増加） △3,251

仕入債務の増減額（△は減少） △165,037

未払金の増減額（△は減少） △10,473

その他 △50,901

小計 803,441

利息の受取額 0

利息の支払額 △9,856

法人税等の支払額 △341,241

営業活動によるキャッシュ・フロー 452,343

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,778

ソフトウエアの取得による支出 △112,666

商標権の取得による支出 △4,019

敷金及び保証金の差入による支出 △24,841

敷金及び保証金の回収による収入 376

投資活動によるキャッシュ・フロー △143,929

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △171,160

配当金の支払額 △50,242

財務活動によるキャッシュ・フロー △221,403

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,030

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,040

現金及び現金同等物の期首残高 1,458,900

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,546,941
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第1四半期会計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

(会計方針の変更)

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、

従来、主として総平均法に基づく原価法によってお

りましたが、当第1四半期会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　

平成18年7月5日　企業会計基準第9号)が適用された

ことに伴い、主として総平均法による原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法)により算定しております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

　

【簡便な会計処理】

　
当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

1　棚卸資産の評価方法

当第1四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、

実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎

として合理的な方法により算定する方法によっており

ます。

 

2　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第1四半期会計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第1四半期会計期間末
(平成20年6月30日）

前事業年度末
(平成20年3月31日)

※　担保資産

敷金・保証金 ―

　計 ―

　担保に供していた敷金・保証金は、対応する債務
の返済により解消されております。

※　担保資産

敷金・保証金 173,887千円

　計 173,887千円

(四半期損益計算書関係)

　
当第1四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 76,186千円

販売促進費 305,298 〃

業務委託費 465,013 〃

給与手当 129,676 〃

賞与引当金繰入額 3,823 〃

研究開発費 5,220 〃

減価償却費 55,910 〃

商標権償却費 41,329 〃

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第1四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,546,941千円

現金及び現金同等物 1,546,941千円
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(株主資本等関係)

当第1四半期会計(累計)期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

1　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第1四半期会計期間末

普通株式(株) 125,020

　

2　自己株式に関する事項

株式の種類 当第1四半期会計期間末

普通株式(株) -

　

3　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
4　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 62,510 500平成20年3月31日 平成20年6月19日

　
5　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当四半期会計期間のリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動がありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(1株当たり情報)

1　1株当たり純資産額

　
当第1四半期会計期間末
(平成20年6月30日)

前事業年度末
(平成20年3月31日)

25,779円54銭 25,547円41銭

　

2　1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益

　
当第1四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

1株当たり四半期純利益 716円05銭

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

(注)　1株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第1四半期累計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

四半期純利益(千円) 89,520

普通株主に帰属しない金額(千円) -

普通株式に係る四半期純利益(千円) 89,520

普通株式の期中平均株式数(千株) 125,020

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前事業年度末から重要な変動がある
場合の概要

-
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(重要な後発事象)

当第1四半期会計期間
(自　平成20年4月1日 
 至　平成20年6月30日)

　当社と日本アイ・ビー・エム株式会社（以下日本IBM）

は、「ホームページ・ビルダー 11」において、独占ライ

センス契約およびそれに関連する支援サービス契約を締

結しましたが、日本IBMはこれに違反して、当社以外の他

社に対して「ホームページ・ビルダー 11」のライセン

スを供与及び他社より販売を行いました。

　これに対し(1)当社は、非独占販売になったとして、独占

販売部分(3億円)の支払債務がないことを確認するため、

日本IBMに対し平成19年4月11日付で債務不存在確認請求

訴訟を提起しました。

　これに対し(2)日本IBMは、当社との契約の解除を主張

し、この解除の実施によって299,999千円の逸失利益が生

じたとして、平成19年10月1日付で損害賠償請求反訴を提

起しておりました。

　またこれに関連して(3)平成19年10月10日付で日本IBM

が当社に対して「ホームページ・ビルダー 11」の販売

差止めの仮処分を請求しておりましたが、平成19年12月

20日に和解が成立し、当社から日本IBMに支払われた

148,258千円(和解時に定めた金額145,646千円およびそ

の後和解条件に基づいて金額を確定させた際に発生した

追加支払額2,611千円の合計)については上記(2)の請求

額から差し引かれることとなりました。

　上記の結果、日本IBMによる訴訟請求額の残額は151,741

千円となっておりましたが、平成20年7月24日付で以下の

条件にて双方が提訴を取り下げる和解をいたしました。

　(1)当社は「ホームページ・ビルダー 11」の販売を停

止する　(2)当社は日本IBMに対し、平成20年7月末までに

85,710千円を暫定的な和解金として支払う　(3)平成20年

9月20日時点で当社が保管している在庫数によって、和解

金を最終的に確定させ、上記(2)の金額で不足が生じた場

合、当社より日本IBMに追加の料金を支払う。逆に上記金

額が過払いとなった場合は、日本IBMは当社に差額を返金

する。

　当社は平成20年3月期の決算において、上記係争におけ

る訴訟費用のすべてを、当初の契約に基づき費用計上て

おります。したがいまして、本和解により、訴訟請求額の

残額から和解金を差し引いた金額を確認した時点で、特

別利益として計上する予定であります。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

ソースネクスト株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　田　　哲　　生　　

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　　藤　　由 紀 雄　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているソー

スネクスト株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第13期事業年度の第１四半期累計期間

（平成20年4月1日から平成20年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ソースネクスト株式会社の平成20年6月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績並びに第１四半期累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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